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１．会社概要

• 本店：東京都千代田区丸の内１-２-１

• 業容（東京海上日動単体：2019年3月末現在）

✓ 正味収入保険料 ：2兆1,666億円（2018年度）

✓ 総従業員数 ：17,203人

✓ 国内営業網 ：127営業部･支店、377営業室･課･支社、22事務所

✓ 損害サービス拠点 ：240ヵ所（国内）

✓ 代理店数 ：49,651店（国内）

✓ 海外拠点 ：38の国・地域に展開

• グループ構成（国内）

東京海上日動火災
（損害保険）

東京海上ホールディングス
（持株会社）

東京海上日動あんしん生命
（生命保険）

イーデザイン損害保険
（損害保険）

東京海上日動ベターライフサービス
（介護） 1996年創業。訪問介護、居宅介護支援、介護付有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅 etc.
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２．収入構成、販売チャネル

保険種目別の収入構成 販売代理店別の収入構成

➢ 自動車保険・自賠責保険の収入が全体の６割強を占める。 ➢ 損保の販売は「代理店」経由による。
➢ 代理店チャネル別収入は「専業プロ」「企業」「ディーラー・
整備工場」が4分の1ずつ。その他、金融機関経由での
保険販売もあり。 ⇒ 他業商流の中での保険販売が多い。



（ご参考）自然災害への対応
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➢ 弊社のカスタマーセンターに寄せられるご要望・ご意見や、営業第一線からの事例報告は多岐にわたるが、

「認知症の方への接遇」に係るものは、ごく少数。

➢ この点、金融他業態とは若干様相を異にするものとおもわれるが、理由は以下の損害保険の特性によるものと
思料される。
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３．損害保険の特性

No. 特性 補足

1 他業の商流に付随して契約がなされることが多い。
（自動車販売・整備、不動産賃貸、銀行取引、・・・等）

➢ 認知機能が低下し、他業での商取引が成立
しない場合は、損害保険契約にも至らない。

2 日常消費と異なり、一定程度高度かつ重要性のある契約
である。

➢ 頻繁な手続きを要さないので、親族等のサ
ポートが得やすい。

3 原則1年契約である。 ➢ 長期契約だと、認知機能の低下やそれに伴う
各種の手続きの必要性が判明しにくいが、1
年契約であれば更新時に何らかの対応がなさ
れやすい。

4 重複して保険に入ることのないよう手当てがなされている。 ➢ 重複して保険に入っても、実損害額以上の填
補はなされない。

➢ 契約時に他の保険加入がないかを確認するプ
ロセスが構築されている他、主要な種目ではシ
ステム的なフォローもなされている。
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４．高齢者に対する保険募集時のルール
および 認知症の方への接遇事例

お申出内容 事実関係 対応上の工夫

「契約した覚えがないのに保険証券
が届いた」

➢ 契約手続きしたこと自体をご本
人が失念。

➢ 保険募集内容の「記録・保存」
に基づき、再度説明することでご
理解を得る。

➢ 「複数回の募集機会」を設ける
他、「契約締結後のフォローアッ
プ」を行う。

⇒ いずれもガイドラインP.３

「保険証券が届いたが、掛け金が増
えている」

➢ 契約更新時に保険料変更の説
明を差し上げ、ご了解の上更新
をいただいていたが、ご本人が失
念。

「本人が認知症で入院（入所）し
てしまい、契約更新ができない」

➢ 必要に応じ成年後見制度の利
用を促すほか、「代理人規定」を
整備し本人からの委任に基づく
契約を可能としている。

➢ 保険種目によっては契約能力の
ある親族等を契約者にすることも
可能。

➢ 損害保険協会より「高齢者に対する保険募集のガイドライン」が発出されており（別紙）、同ガイドラインに沿
った形で高齢者に対する保険募集時の社内ルールを設けている。

➢ 「認知症の方」（含む認知症かもしれない方）への接遇にまつわる代表的な（困難）事例としては以下が
挙げられる。
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５．社内における認知症サポーター養成の取組

⚫ 東京海上グループは、「誰もが安心・安全で健やかに暮らせる社
会」を目指し、平成23年から社員が講師となり「認知症サポー
ター養成講座」を国内各地で開催。5,000人超の社員が「認
知症サポーター」となっている。

⚫ 認知症への正しい理解と知識を涵養し、認知症の方やご家族を
温かく支えることとしている他、新たな商品・サービス開発のヒント
としている。

⚫ 取引先企業の従業員を対象に講座を開催するなど、取り組みの
輪を社外にも広げている。

⚫ この取り組みを通して、SDGs（持続可能な開発目標）の達成

にも貢献していく方針。



【ご参考】疾患啓発の取組み（エーザイ株式会社と提携）

⚫ エーザイ株式会社は、抗認知症薬のパイオニアであ
り、認知症領域に関する高い知見・ノウハウを有し
ている。９月末に両社の提携を発表。

⚫ 提携取組みの第一弾として、疾患啓発冊子「わか
るとかわる認知症」を発刊。これは、認知症に対す
る誤解や思い込みを払拭し、正しい理解の幅広い
普及を図るために両社共同で制作したもの。

⚫ 認知症の症状等についてわかりやすく解説するとと
もに、専門医やコメディカルスタッフへのインタビュー、
認知症の方とそのご家族の体験談などを紹介。初
号は大阪大学の池田学教授にご監修いただいた。
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６．その他

●認知症の方への接遇について

➢ 保険契約のプロセスについては、ご本人の権利擁護を図りつつ、補償手配の利便
を損ねないよう業界ベースで工夫を重ねてきた。

➢ 他方、個々の社員・代理店が認知症を正しく理解し、認知症の方ご本人やご家
族に対し、実際に「あたたたかく」「適切な」対応ができているかは別問題。
→ 代理店や顧客企業とともに「認知症をより良く知る」取組みを継続する。

➢ かかる取組みについては、最新の知見を取り入れるとともに、取組み自体が逆に偏
見（スティグマ）を助長することのないよう心がけたい。

●認知症領域に関する補償の提供

➢ 「認知症になった時」や、「賠償事故を起こした時」に備える補償の提供が中心と
なっており、「認知症になると困る・お金が掛かる」、「認知症の人が事故を起こす」と
いった印象を過度に強調してしまう懸念がある。
→上記懸念点に留意しながら、ケアやサポート等のサービスとセットで補償提供する
ことが重要。また、予防活動についても適切な取扱が必要。


